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特別課題「日本語教育の推進に関する法律」と今後の課題 

登壇者 小貫大輔（東海大学） 

石井恵理子（東京女子大学） 

司会  嶽肩志江（横浜国立大学） 

 

はじめに 

2018年5月に「日本語教育推進基本法案（仮称）政策要綱」として公表された法案が、2019年6

月21日に「日本語教育の推進に関する法律案」が全会一致で可決され、すでに6月28日から施行さ

れています。 

BMCN研究会では、2018年8月12日に開催された「BMCN第3回研究会」において特別課題(2)

として「日本語教育推進基本法案(仮称)政策要綱」を取り上げ、カルダー淑子氏（MHB海外継承日

本語部会代表）と、BMCN理事でもある石井恵理子氏（東京女子大学・日本語教育学会会長）にご

登壇いただき、その概要と背景などについてお話を伺いました。 

その後、中島和子BMCN会長を中心にまとめられた「BMCNからの要請文」を日本語教育推進議

員連盟へ提出するなど、法案の内容が、多言語環境で育つ子ども達の多様性を認め、必要な配慮を妨

げないものになるよう働きかけてまいりました。この一連の働きかけに尽力くださった小貫大輔氏

（東海大学）、そして日本語教育学会長としてこれまでの流れをリードしてこられた石井恵理子氏に

ご登壇いただき、この法律が持つ課題と、こうした子ども達をさまざまな場で支援していく私たち

が、今後、気をつけるべき点についてお話しいただきます。 

嶽肩志江（横浜国立大学） 

 

 

＜参考資料＞ 

1)「日本語教育の推進に関する法律」 

2)「日本語教育推進基本法案（仮称）に向けてー『バイリンガル・マルチリンガル子ども 

ネット』から日本語教育推進議員連盟への要望 

3)中島和子「私の視点：日本語教育 母語に配慮しつつ推進を」『朝日新聞』2018年10月18日 

https://sites.google.com/view/bmcn/hoan 
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「日本語教育の推進に関する法律」施行までの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考＞  

「外国につながる子ども達の支援グループと行政機関との連携に関する調査」 

2017・2018・2019年度BMCN行政グループ ポスター発表 

https://sites.google.com/view/bmcn/BMCN-M 

  

2007年 学校教育におけるJSLカリキュラム開発 

2014年 「日本語指導が必要な児童生徒を対象に特別の教育課程」開始    

     外国人児童生徒のための JSL対話型アセスメント（DLA)開発 

2015年 「学校における外国人児童生徒等に対する教育支援に関する有識者会議」設置 

2016年 日本語教育議員連盟 発足 

2017年「平成29・30年改訂学習指導要領」の総則に｢日本語に困難のある児童生徒に対する日本語指

導」が盛り込まれる（2020年より実施） 

2018年 

3月・文化庁「日本語教育人材の養成・研修の在り方について(報告）」 

指導対象：留学生・生活者としての外国人・児童生徒等 

・日本語教育学会「文科省委託外国人児童生徒等教育を担う教員の養成･研修モデル 

プログラム開発事業-報告書」 

4月 文化庁「生活者としての外国人のための日本語教室空白地域解消推進事業 」 

5月 「日本語教育推進基本法案(仮称）」の政策要綱発表 

7月 文科省主催「夜間中学における日本語指導研修会」 

＊8月12日 第２回BMCN研究会開催：特別課題(2) 「日本語教育推進基本法案(要綱)」 

＊10月4日「BMCNからの要請文」を日本語教育推進議員連盟へ提出  

12月8日「出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律」成立 

12月14日「  〃  」公布 

 

2019年 

1月10日 文科省「外国人の受け入れ・共生のための教育推進検討チーム」設置 

3月28日 日本語教育学会「平成 30年度文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担教員の養成･研修

モデルプログラム開発事業 -事例集 モデルプログラムの活用」 

4月1日「外国人労働者の受け入れを拡大する改正出入国管理法」施行 

5月28日「日本語教育の推進に関する法律案」衆議院 全会一致で可決 

5月29日 文科省「日本語指導アドバイザリーボード」設置 

5月30日 文科省「外国人児童生徒の教育の充実に関する有識者会議」設置 

6月21日「  〃  」参議院 全会一致で可決「日本語教育の推進に関する法律」成立 

6月28日「日本語教育の推進に関する法律」公布・施行 
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「日本語教育の推進に関する法律」と今後の課題 

小貫大輔（東海大学） 

 

 2019年6月、「日本語教育の推進に関する法律」が国会を通りました。国と自治体は、外国人に向

けての日本語教育を推進する責務を負うと明記した法律です。外国人支援関係者の間ではおおむね

歓迎されていると言えるでしょう。他方、いくつか懸念される材料もあって、草案段階から、私も

BMCNのメンバーの皆さんと一緒に政治家に要請文を届けるなどしてきました。以下では、当初ど

んな懸念があったのか、訴えの結果どのような成果がえられたのか、それらの成果がえられたこと

で懸念は払しょくされたのか、今後どんなアクションが必要であるのか、について考えてみたいと

思います。 

 

日本語教育推進法（案）の中で懸念された点 

この法律の問題点の一つは、大人と子どもを一緒にして扱っていることにあります。すでに母語が

確立している成人と異なり、母語の形成過程にある子どもへの日本語教育は、家庭言語の重要性を配

慮しつつおこなわれなければいけません。そういった知識がないまま全国の小学校や幼児教育機関で

日本語の使用ばかりが無暗に推奨され、家庭での母語や継承語の使用が否定されるようなことがあっ

ては、母語の基礎を欠いた幼い子どもの脳にしっかりした日本語も育たず、親子のコミュニケーショ

ンに亀裂も生みかねないことが危惧されます。 

もう一つの問題は、当初の法案は外国学校（インターナショナルスクールや民族学校など）との

連携を想定していなかった点です。そういった学校には、有能なグローバル人材を育てるポテンシ

ャルがあります。しかし日本語教育が不十分なことから、将来も日本で暮らすような子どもたちが

日本語を解さないまま教育を終えていることが多々あります。日本社会の言語資源を豊かにするた

めにも、それらの学校での日本語教育の推進が望まれます。 

第三の問題は、海外での日本語教育の対象として日本にルーツを持つ子どもや二重国籍の子ども

たちが想定されていなかった点です。グローバル人材養成の視点からも、海外においては一時滞在

の在留邦人の子どもだけを対象にするのではなく、多文化家庭や二重国籍の子どもなど日本にルー

ツを持つ1.5世代の子どもたちを対象に含めるべきだと考えます。 

 

成立した法律の文言はどうなったか 

 私たちを含め、様々な関係者からの意見が政治家に届いた結果、法案にいくつかの変更が加えら

れました。「母語・家庭言語の重要性」については、第３条（基本理念）の第７項に「日本語教育の

推進は、我が国に居住する幼児期及び学齢期にある外国人等の家庭における教育等において使用さ

れる言語の重要性に配慮して行われなければならない」と書き加えられました。「外国学校への支援」

については、第７条（連携の強化）第１項で、「各種学校」との連携に触れています。つまり「関係

省庁相互間その他関係機関、日本語教育を行う機関、外国人等を雇用する事業主、外国人等の生活

支援を行う団体等の関係者相互間の連携の強化その他必要な体制の整備に努めるものとする」とい
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う部分で、「日本語を行う機関」とは学校を含み、学校とはいわゆる一条校だけでなく、専修学校や

各種学校も含まれると（カッコ中の二重カッコの中で）明言されたのです。ただし、多くの外国学校

は各種学校の資格も取れておらず、それらは枠の外に置かれました。３点目の海外での日本語教育

については、第19条（海外に在留する邦人の子等に対する日本語教育）で「国は、海外に在留する

邦人の子、海外に移住した邦人の子孫等に対する日本語教育の充実を図るため、これらの者に対す

る日本語教育を支援する体制の整備その他の必要な施策を講ずるものとする」と書かれました。「海

外に移住した邦人の子孫等」が「1.5世代」を含むものか…、未だに不明確ではあります。 

この日本語教育推進法はいわゆる「理念法」と呼ばれるもので、具体的な規制や罰則については規

定されておらず、財政的な裏付けもありません。そのため、これで日本語教育が本当に推進されるこ

とになるのかというと、政府や自治体の「意欲」に頼るしかないのが現状です。他方、意欲のある自治

体にとっては、関連事業を予算化するときに議会を説得する法的根拠をえたことになります。ただ自

治体の意欲がどこまで「母語学習への支援」や「外国学校への支援」に及ぶものか…、それはひとえに

関係者から自治体への働きかけにかかるのでしょう。国は国で「日本語指導アドバイザリーボード」

や「外国人児童生徒等の教育の充実に関する有識者会議」を設置するなどして動き出しています。そ

れらが母語や外国学校についての施策につながるものかというと、これも外からの働きかけなしには

期待できないのではないでしょうか。 

 

今後の課題 

上で述べた「成果」は実に目立たない、放っておいたら誰も気づかないような花ですが、希少で貴

重な花です。法律中で「各種学校」が一条校と横並びに置かれたり、「母語」や「1.5世代」への配慮が

されるなど、これまでに一度でもあったでしょうか。しかし、これを本当に意味あるものにするには、

行政へのたゆまぬ働きかけが必要です。では、どんな働きかけが必要なのかと考えるとき、私は、3年

前に成立した「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律

（2016.12.）」と、フリースクールと夜間中学がともに「オーナーシップ」を主張するそれぞれのその後

の活動が参考になると思います。議員立法は総花的な法律になりがちで、右からも左からも「自分の

もの」だと主張できるところがあります。自分の主張に通ずる該当箇所を「拡散する」ことが重要で

はないでしょうか。国が動き出しただけに、放っておいたら冒頭で述べた「懸念」が現実となり、定着

してしまう可能性が心配です。 
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子どもに関する日本語教育の国の動向と課題 

石井恵理子（東京女子大学） 

 

【教育支援・体制】 

文部科学省 

 

〇JSL カリキュラム 小学校編 平成 15 年（2003） 文部科学省 

・対象：外国人児童生徒（日系人を含む） 

・日本語指導と教科指導の統合  トピック型／教科指向型、AU カード 

(1) 日本語の力や学力の個人差に対応した支援、(2) 日本語の力の発達に合わせた支援、 

(3) 考える力を育成する支援 

〇JSL カリキュラム 中学校編 平成 19 年（2007） 

 直接支援（①理解支援、②表現支援、③記憶支援） 間接支援（④自立支援、⑤情意支援） 

 

〇特別の教育課程 平成 26 年（2014） 

帰国・外国人児童生徒等に対する日本語指導の充実のため、在籍学級以外の教室で行われる指

導について特別の教育課程を編成／実施できるよう制度を整備する。 

対象：海外から帰国した児童生徒や外国人児童生徒，主たる家庭内言語が外国語であるなど日本

語以外を使用する生活歴がある児童生徒のうち，学校生活を送るとともに教科等の学習活動に

取り組むために必要な日本語の能力が十分でないもの 

（1）特別の教育課程の編成・実施、（2）他の学校における指導を正規授業としてみなす、 

指導内容：日本語を用いて学校生活を営むとともに，学習に取り組むことができるようにする 

（2）授業時数：年間 10 単位時間から 280 単位時間までを標準とする。 

指導者：(1)日本語指導担当教員は，教員免許を有する教員。児童生徒の実態の把握，指導計画の

作成，日本語指導及び学習評価を行う。（2）指導を補助する者は，必要に応じて配置する。指

導担当教員が作成した指導計画に基づき，日本語指導や教科指導等の補助や児童生徒の母語に

よる支援を行う。 

指導計画の作成及び学習評価：（1）在学する学校が個々の児童生徒の日本語能力、学校生活・学

習の状況，学習への姿勢・態度等を把握し、指導計画を作成，学習評価を行う。（2）指導計画

とその実績は学校設置者に提出する。 

 

【教育に関わる人材の育成】 

〇外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム（文部科学省委託事業） 

 公益社団法人日本語教育学会（2017-2019 年度） 
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【外国人児童生徒の教育を担う教員の資質･能力モデル】 

 

 

文化庁文化審議会国語分科会 

〇「日本語教育人材の養成・研修の在り方について（報告）」 2019.3（H.31） 

・「児童生徒等」には、外国籍のみならず日本国籍で日本語指導が必要な者のほか、就学前の子供

及び就学機会が得られない未成年も含むべきである。 

・保護者も学校生活において必要となる知識・情報について支援を行う必要があり、対象に含む。 

・児童生徒の将来設計を想定し、就学前から高校進学、就職までを視野に入れた学びの連続性を

考慮した日本語教師の養成・研修の仕組み、学校教員、母語支援員、児童生徒を支援する多様な

人材と家庭夜学校、地域の関係機関・団体と連携し多様なリソースを活用する力が求められる。 

求められる資質能力 

知識：「児童生徒に対する教育実践の前提となる知識」「日本語の教授に関する知識」（5 項目） 

技能：「教育実践のための技能」「成長する日本語教師になるための技能」（8 項目） 

態度：言語教育者としての態度／学習者に対する態度／文化多様性・社会性に対する態度（5 項目） 

 

カリキュラム案： 

 児童生徒に対する日本語教師【初任】における教育内容 

科目名：「児童生徒のための日本語教育入門」 

 ①外国人児童生徒等の現状、②外国人児童生徒等に対する教育施策、③学習環境作り、④地域

の現状、⑤学校・地域・家庭の言語環境と言語使用、⑥多文化家族と子供の文化適応、⑦言語習

得と認知発達、⑧教育・発達心理学、⑨日本語指導のコースデザイン、⑩参与観察・教育実習（模

擬授業を含む）、⑪内省、⑫異領域との協働、⑬児童生徒のための教材教具 

児童生徒に対する日本語教師【初任】研修（2）（日本語教育実施機関・団体、地域国際化協会、

地方公共団体等） 60 単位時間（1 単位 45 分以上） 

①外国人児童生徒等の現状、②外国人児童生徒等に対する教育施策、③学習環境づくり、④地

域の現状、⑤学校・地域・家庭の言語環境と言語使用、⑥多文化家族と子供の文化適応、⑦言語

習得と認知発達、⑧教育・発達心理学、⑨異領域との協働、⑩参与観察・教育実習、⑪内省、⑫日

本語指導のコースデザイン、⑬参与観察・教育実習（模擬授業を含む）、⑭内省、⑮児童生徒のた

めの教材・教具（リソース）、⑯異領域との協働  

資質･能力 課題 

捉える力 子どもの実態の把握 

 社会的背景の理解 

育む力 日本語・教科の力の育成 

 異文化間能力の涵養 

つなぐ力 学校作り 

 地域作り 

変える／ 多文化共生社会の実現 

変わる力 教師としての成長 

資質・能力： 

「捉える力」「育む力」「つなぐ力」

「変える／変わる力」 

4 要素の総合的力と捉える 
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